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世界各国における，各国の財務報告基準を国際財務報告基準

（IFRS）に適合させるコンバージェンス/アドプションの動きが加

速化している。この財務会計の国際化に合わせて忘れてならないの

は関連する法律や基準，特に会社法や税法との関係である。当然の

ことながら，各国の企業活動の根本原則を定める会社法は各国法制

設定主体の判断にゆだねられている。

そこで本稿では，財務会計と会社法との関係，特に会社法におけ

る計算規定における，会社の財務内容の開示に関する規定（開示規

則）と，配当（分配）可能財源の算定・支払いに関する規定（配当

財源）のうち，配当可能財源の算定について検討し，今後 IFRS

を導入したときにどのような論点が生じるかについて検討を行った。

今後 IFRSが普及するほど個別にも IFRSを導入し，あるいは

GAAPを IFRSに近づけようとする動きは強まるだろう。そのよ

うな場合の対応としては（i）特に対応は取らないか，（ii）配当可

能利益に関する独自の基準を作成する，の2つが考えられるが，ど

ちらを取るかは今後の検討事項になるだろう。ただし，これまで日

本の会社法が基本的に名目資本維持の概念に基づいて作られてきた

ことを考えると，（ii）の対応がより現実的であるように思われる。

国際会計研究学会年報2009年度

要 旨



1. はじめに

現在，世界各国では各国の財務報告基準を

国際財務報告基準（IFRS）に適合させるコ

ンバージェンス/アドプションの動きが加速

している。2008年8月，米国証券取引委員

会（SEC）が米国上場企業による IFRS（国

際財務報告基準）適用に関するロードマップ

案を公表することを決議し
1)

，同年11月には

当該ロードマップ案を公表した
2)

。また，日本

においても既に2007年8月8日に国際会計

基準審議会との間でコンバージェンスに向け

た合意（東京合意）を締結しており，2011

年6月を日本におけるコンバージェンスの期

限として確認している。

しかし，このようなコンバージェンスに向

けて財務会計が急速に動いている一方で，財

務会計と密接な関係がある会社法会計や，税

務会計は原則として各国に任せられており，

グローバル規模での国際的な調和というよう

な動きは見られない。言うまでもなく，会社

法は各国の商慣習など各国独自のビジネス形

態と密接に結びついており，全世界での統一

化というコンセプトでは設計がなされていな

い。税制は各国政府にとって重要な機能であ

り，そのあり方は各国の主権に関わる問題と

すらいえる。このような状況を考えれば，会

社法や税制においてコンバージェンスのよう

な動きが見られないのは自然の成り行きとも

感じられる。

ただし，このことは，コンバージェンスに

より財務会計と会社法会計あるいは税務会計

との間に齟齬が生じる可能性を意味している。

ゆえに，完全にこれらの間の整合性を取らな

いということであればともかく，一定の整合

性を要求しようとする場合にはどのようにし

てそのような整合性を確保するかということ

が問題となる。税務会計の場合であれば，例

えば何を費用として損金算入できるか，ある

いは何を資産として計上するかという点は

IFRSと各国税制との間で大きく異なりうる

点であり，全体としての財務会計と税務会計

の整合性を確保しながらこのような問題点を

いかに処理するか，が問題となってくる（猪

熊，2009）。

会社法会計の場であれば，最も大きな問題

は配当可能利益の計算であろう。言うまでも

なく，何を利益として認識し，配当可能とす

るのか，というのは IFRSと各国会社法で

異なりうる。例えば，IFRSは一定の資産に

ついてその公正価値の変動を利益として認識

するが，このような利益は必ずしも実現して

いるわけではない。ゆえに，会社法会計の問

題としてこのような利益を配当可能としてよ

いのかどうか，あるいはどのような資産であ

ればその公正価値の変動を配当可能とするの

か，というのは大きな問題となりうる。債権

者保護という視点からすれば，実現していな

い資産の配当には問題があると判断できるか

もしれないが，一方で何らかの形での利益は

存在している以上，配当には問題はないとい

う立場もありうる。また，とりわけ IFRS

に基づいて計算された利益はボラティリティ

http://ftp.sec.gov/news/speech/2008/spch082708ebw.htm

SEC（2008）“Roadmap for the Potential Use of Financial Statements Prepared in Accordance with
 

International Financial Reporting Standards by U.S. Issuers”,November,http://www.sec.gov/rules/

proposed/2008/33-8982.pdf
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が高いことが一般に知られているが，そのよ

うな利益を配当可能とすれば，安定的な配当

は難しくなる可能性があることも考慮されな

くてはならない。さらに言えば，上でも触れ

た資産計上の問題は会社法会計でも問題にな

りうる。例えば，一定の条件を満たした開発

費が資産化されるのであれば，少なくとも当

該年度における利益の額は増大するが，この

資産化された費用に対応する利益は配当可能

としてよいのだろうか。

本稿では，コンバージェンスが各国会計に

与える影響の検討の一環として，このコンバ

ージェンスが会社法会計に与える影響，とり

わけ配当可能利益の算定に与える影響に注目

し，コンバージェンスにより配当可能利益の

計算がどのような影響を与えうるのか，これ

に対してどのような対応がありうるのか，と

いった点を論じていきたい。本稿ではまずア

メリカ，イギリス，そしてフランスの状況に

ついて触れた後，日本における対応を検討し

ていくことにする。

2. 配当可能利益の算定の類型

各国の状況の検討に入る前に，まず配当可

能利益の算定方法にどのようなものがあるの

かを整理しておこう。この配当可能限度額の

算定を類型化すると以下のようになる
3)

。

以下，簡単に説明しておこう。支払不能禁

止基準は，債務が弁済できない状態での配当

の禁止と，配当をすることで債務の弁済がで

きなくなる配当の禁止を規定している。債権

者に対する保護を考えると，制度趣旨にかな

った内容であるとは言えるが，配当可能な額

を具体的に示すものではなく，実質面でのど

のように制限するのかという具体面で考えて

時に分かりにくいという欠点がある。

資本減損禁止基準は資本が減損されている，

もしくは資本を減損するような配当は行って

はならないとするものであり，上の支払不能

禁止基準とは異なり具体的な額が示される。

利益剰余金基準は，未分配の留保利益以外

会計基準の国際化と配当可能利益の動向

類 型 内 容 適 用 例

1.支払不能禁止基準 配当金を支払うと債務の弁済が不能になる場

合に配当不能とする

米国模範会社法，カリフォルニア

2.資本減損禁止基準

(BS剰余金基準）

会社の資本（資本金及び法定準備金）が減損

する場合配当不能とする

日本（旧商法，平成17年6月会社法)

EC会社法第2指令，デラウェア

3.利益剰余金基準

(留保利益基準）

未分配の留保利益以外から配当を支払っては

ならないとする

EC会社法第2指令

日本（現在）

フランス，カリフォルニア

4.期間利益基準 当期またはそれ以前の特定の会計期間におけ

る純利益からの配当を許容する

デラウェア

5.財政状態基準 配当後の財務比率の規定を定め，これにより

実質配当可能額を定めるもの

カリフォルニア

※1977年カリフォルニア会社法：一般に認められた会計原則に従って作成された連結財務諸表を基礎とし

た配当規制（支払不能禁止基準，連結利益剰余金基準＋配当後の連結BSの財務比率基準を採用)

配当規制方式についての類型については諸説あるが，主に会社法と会計の関係について扱った文献における

類型としては，伊藤（1982）pp.60-64，向（2005）pp.44-45がある。

101



から配当を支払ってはならないとする基準で

ある。毎期の利益総額から，配当等の社外流

出分を差し引いた金額を配当可能財源ないし

限度額とするものである。従って，払込剰余

金などの拠出資本は配当可能利益から除外さ

れることになる。

期間利益基準は当期またはそれ以前の特定

の会計期間における純利益からの配当を許容

する配当規制である。ゆえに，たとえ資本に

欠損が出ている場合でも，上記の特定期間の

間の利益，例えば当期純利益がプラスならば

それを配当することが可能になる。

財政状態基準とは，一般的な配当限度額算

定基準の中では異色であり，これは配当後の

財務比率の規定を定め，これにより実質配当

可能額を定めるものである。

先に述べたように配当可能限度額の制限は

債権者保護のために設けられているものであ

るから，債権者と株主・投資家の利益のどち

らをどの程度重視するかによって配当規制の

在り方は変わってくる。現在のアメリカのよ

うに株主・投資家の利益を重視する場合には

期間利益基準のように比 的緩やかな基準に

よることになり，伝統的に債権者保護を重視

してきたフランスやドイツ，日本の場合には

資本欠損禁止基準や利益剰余金基準のような

より厳しい基準によることになる。

3. 配当可能利益の計算と財務

会計

⑴アメリカ

次に，各国において配当可能利益の計算に

おいて財務会計のコンバージェンス/アドプ

ションが配当可能利益の計算がどのような影

響を与えうるのか，各国が対応しているとす

ればどのような対応を取っているのかを見て

いくことにしよう。まずアメリカの例から始

めることにしよう。

アメリカにおいては，州毎に会社法があり，

それぞれに分配規制を設けている。アメリカ

会社法の典型的なものとしては，アメリカの

上場企業の過半数がそれに従って設立される

デラウェア州の一般会社法（Delaware Gen-

eral Corporation Act, DGCL）と多くの州

会社法のモデルとなっている改訂模範事業会

社法（Revised Model Business Corpora-

tion Act, RMBCA）の2つを挙げることが

できるが，その2つはそれぞれに配当制限を

定めている。

デラウェア一般会社法では，⑴剰余金もし

くは⑵剰余金がない場合には当期及び（もし

くは）前期の純利益から配当することができ

る。この意味で，上の資本減損禁止基準と期

間利益基準を組み合わせていると考えられる
4)

。

ただし，無額面株式の場合には，取締役会の

決議により資本から剰余金に移し替えること

ができるため，実際にはかなり緩やかな制限

となっている
5)

。一方，改訂模範事業会社法で

は債務が弁済できない場合での配当及び総負

債と優先株に対する支払いの合計が総資産を

超える場合の配当を禁止しており，この意味

で上の支払不能禁止基準によっていると考え

られる
6)

。

以上から明らかなように，現在のアメリカ

においては配当制限はかなり緩やかになって

DGCL 170

DGCL 244⒜⑷.なおAllen and Kraakman（2003,p.135）も参照。

RMBCA 6.40
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いる。言うまでもなくその理由の1つは株主

重視の流れであるが，もう1つの理由として，

現在のアメリカにおいては名目資本を維持し

なくてはならないという観念がなく，上で述

べたように資本と剰余金を自由に移し替える

ことが可能であることは指摘できよう。この

意味で，無額面株式の導入はアメリカの配当

制限に大きなインパクトを持ったと言えるだ

ろう（伊藤，1982，p.206）。

このような点からすれば，コンバージェン

ス/アドプションにより配当可能利益の計算

が変化するとしても，そのような変化は特に

大きな影響をもたらさないと思われる。例え

ば，資産価格の変動が利益として認識された

場合には，そのような利益を配当することに

は特に問題は起こらないのではないだろうか。

実際，上記のような配当可能利益の計算は

GAAPに従って行われるものの，資産評価

に関しては「状況において適切な公正な評価

あるいは他の方法」を利用することができる

ため
7)

，現在でも公正価値の変動による利益も

配当することが許容されると考えられる。ま

たSeward（1952）は，実際に未実現の資産

の増加は配当可能なものとして理解している。

また，仮にコンバージェンス/アドプション

による利益額の変動が起こったとしても，デ

ラウェア一般会社法のように資本と剰余金を

自由に入れ替え可能であれば，実際には取締

役会はその考えた通りの額で配当することが

できるであろう。

なお，このような状況において債権者が自

分の利益が害されると考えるのであれば，現

在でもしばしば行われているように財務制限

条項で対応することになると思われる。

以上のことから，名目資本維持の観念を持

たず，配当可能利益の計算にもともと柔軟性

があるアメリカにおいては，IFRSの導入に

よっても配当可能利益の計算について大きな

問題は発生しないものと思われる。

⑵イギリス

次にイギリスの例を見ていくことにしよう。

イギリスにおいて配当可能利益の計算は「一

般に認められた会計原則に従って作成された

財務諸表において実現とされる利益・損失」

によるものとされている。このように，会社

法が一般に認められた会計原則を実現の拠り

所としたため，会計原則の解釈が重要な問題

として登場するようになり，配当可能利益に

関する解釈指針が公表されるようになった。

この規定は1980年に導入され，1982年に

はこれに対応する形でイングランド・ウエー

ルズ勅許会計士協会とスコットランド勅許会

計士協会が解釈指針「実現利益の決定と分配

可能利益の開示」を公表している
8)

。そして，

1985年会社法において会社の分配について

の規定が明確にされたことに伴い，2003年

には「1985年会社法での分配の文脈におけ

る実現利益と実現損失に関する決定指針」

（TECH07/03)
9)

が出された。

一方，2005年1月1日以降に開始する事

業年度より，IFRSに準拠した個別財務諸表

の作成が容認された。IFRSが個別財務諸表

に適用されると，IFRSの公正価値概念が実

RMBCA 6.40⒟

Consultative Committee of Accountancy Bodies（CCAB）（1982a; 1982b）.

The Institute of Chartered Accountants in England and Wales（ICAEW）and the Institute of Char-

tered Accountants of Scotland（ICAS）（2003）
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現利益及び分配可能利益に与える影響を与え

ることから，IFRS適用時における分配可能

利益の計算について上記「実現利益の決定と

分配可能利益の開示」を補完・修正するため

のガイダンス案「分配可能利益：IFRSへの

含意」（TECH21/05）が出されている。そ

の後，グループ内の配当収入に関する処理の

対応のためにTECH57/05が出され，最終

的にはこの両者を取りまとめて解釈指針

TECH02/07が提供されている。

その後2006年会社法の配当規制の定めに

対応する形で，会社法の実現利益・損失の解

釈を提供する解釈指針TECH01/08及び08/

08が提供されることとなった。

現行の配当規制は2006年会社法に定めら

れているが，それによると，配当可能利益の

計算については「実現テスト」と「純資産テ

スト」の2種類のテストが規定されている。

「実現テスト」とは，その利益が実現されて

いるかどうかということを分配可能かどうか

のメルクマールにするものであり，分配可能

利益は実現利益累計額から実現損失累計額を

控除した金額となる。なお，分配可能な範囲

は，連結ではなく，個別会社の分配可能利益

の範囲内とされている。これに加えて，上場

会社の場合には，さらに「純資産テスト」と

して，利益処分後の純資産が払込資本及び分

配不能積立金の合計額以上でなければならな

いと配当できない。

つまり，上場会社では上記2つのテストが

要求されているが，非上場会社では，実現テ

ストのみが要求されている。

財務会計との関係で問題になる問題はこの

「実現テスト」である。上で述べたようにあ

る利益・損失が実現したかどうかは「一般に

認められた会計原則」によるため，IFRSが

導入されることにより実現の概念が変わって

しまう。そこで会社法の実現利益・損失の解

釈を提供する一連の解釈指針が出されている。

その新しいTECH01/08及び08/08によ

れば新たに導入された公正価値利益のすべて

が「実現」と認められるわけではない。基本

的な原則は「最終的現金実現の原則」，「容易

に実現できる資産によって示される利益」が

というものであり，この認識の下実現原則の

改訂を示している（TECH01/08，08/08，

01/09及び03/09）。

ここでは，実現原則に関連する，「実現利

益」と「適格対価」の改訂がなされ，適格対

価については，「容易に現金と交換できるこ

と」を定義している。また，公正価値会計の

再測定時の損失は「実現」としているなどの

対応がなされている。

すなわち，イギリスでは IFRSをベース

にしつつもそこに「実現」という制約を加え

ることで会社法と財務会計との調和を図って

いるといってよいだろう。

図1 会社別配当可能利益の計算方法

会社タイプ テスト名 算 式

上場会社
実現テスト

純資産テスト

実現利益累計額－実現損失累計額

利益処分後の純資産＞払込資本＋分配不能積立金

非上場会社 実現テスト 実現利益累計額－実現損失累計額
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⑶フランス

最後にフランスについてみておこう。フラ

ンス会社法では，「当期の利益を基礎として，

当期純利益から繰越損失および法律又は定款

の適用による積立金として算入されるべき金

額を差し引き，並びにこれに繰越利益を加え

たものである」（フランス会社法第232-11

条）として分配可能利益を規定している。す

なわち，基本的には，会社の純資産額から法

定積立金を控除した額であり，これは我が国

の計算方法に類似しているといえる。

この計算に関しては個別の財務諸表によっ

ており，個別財務諸表は IFRSではなくフ

ランスGAAP（Plan Comptable General,

PCG）に依拠して作成されている。この意

味では上記のような IFRSの適用による配

当可能利益の変化という問題は起こらない。

しかし，実際には連結財務諸表への IFRS

導入に合わせて，PCGも IFRSへの調和を

図るという動きが起こっており，やはり個別

財務諸表を利用して課税所得を計算する税務

会計との間では調整が必要となっている（猪

熊，2009）。

⑷まとめ

以上の検討からまず分かることは，比 的

緩やかな配当制限しかしていないアメリカの

ような国であればともかく，ある程度厳しい

配当制限を課しており，かつ IFRSを個別

財務諸表にも適用したイギリスのような国に

おいては IFRSに基づいた利益計算をその

まま配当可能利益の算定の根拠として使用す

ることは難しいということである。イギリス

会社法における「実現性テスト」が公正価値

変動を無条件には認識しないことが示すよう

に，公正価値指向の IFRSと会社法会計と

の間ではしばしばずれが生じる。公正価値変

動の認識はその一例だが，それ以外でも，工

事進行基準の適用や開発費の資産計上などの

ように，従前より利益の計上時点が早くなる

場合，あるいは費用の繰延が発生する場合に

は早い段階において利益が計上され，これを

配当可能利益に算入すれば社外に流出するこ

とになる。このような問題はやはり何らかの

対応を必要とする。

対応としてはイギリスのように会社法独自

の基準で配当可能利益を制限する方法の他に，

アメリカのような緩い配当制限を導入する方

法やフランスのように個別財務諸表と連結財

務諸表とで財務報告基準を分けるという方法

がありうる。

これらの対応はそれぞれにありうる対応で

あるが，実際にはそれぞれに問題をはらんで

いる。例えば，アメリカ型の対応であるなら

ば，債権者はもし配当可能利益の算定の変化

により自分の利益が害される可能性があると

思えば財務制限条項により対応することにな

ろう。一般に財務制限条項を結ぶ場合には契

約が締結された時点でのGAAPに依拠する

（frozen GAAPと呼ばれる）ということが

しばしば行われる
10)

が，このような形であれば

IFRS導入による配当可能利益の変化にも対

応できるはずである。ただし，この場合には

実際には，財務報告を準備する側の会社が以

前のGAAPと現行のGAAPの二つの帳簿

を継続的に維持する必要があり，かつ，時を

経るに従い，権利を行使できる適格者が少な

くなるという問題点が指摘されている。

特に剰余収益受領権（earn-out right）については frozen GAAPが利用される。Leftwich（1983）, Or-

mrod and Taylor（2004）.
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フランス型の対応の場合にもいくつかの問

題は生じうる（猪熊，2009）。まず，連結財

務諸表と個別財務諸表との整合性が取れない

ことになるため，IFRSが普及するほど個別

財務諸表にも IFRSを導入しようとする動

きは強まるであろう。フランスにおいて

PCGを IFRSに近づけようとしているのも

この点が影響しているものと思われる。また，

連結と個別でそれぞれに財務諸表を作成する

のにはコストがかかる。これに加えて，個別

企業ではなく企業グループでの経営が重視さ

れるようになると，連結財務諸表のレベルで

配当を考えようとする動きが出てくるだろう。

後で述べる日本の連結配当規制はこのような

考え方の一つの表れと考えられる。

そしてもちろん，イギリス型の対応にも問

題は生じうる。会社法独自の基準としてどの

ような基準を作ればよいのかというのは必ず

しも明らかではなく，またフランス型ほどで

はないにせよ財務諸表で行った計算を修正の

ためのコストもかかる。とりわけ，イギリス

のGAAPの規定は IFRSに近かったため比

的修正は容易であり，基準も作りやすかっ

たものと思われるが，GAAPと IFRSが必

ずしも近くない国においては上記の基準作成

や計算の修正は難しいものとなると思われる。

この意味で，どの方法にもそれぞれに問題が

残っているということができよう。

4. 日本における対応のあり方

以上を踏まえて，日本における対応のあり

方を探ってみることにしよう。まず，日本に

おける現状をみたうえで，ありうべき対応を

考えてみたい。

⑴日本における財務会計と会社法会計
の関係

よく知られているように，日本においては

金融商品取引法会計（財務会計）と会社法会

計，そして税法会計は基本的に同じ財務報告

基準に従って作成されている。すなわち，金

融証券取引法会計（財務会計）については

「一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に従うものとする」（財務諸表等規則1条

1項）となっており，会社法会計においては

「一般に公正妥当と認められる企業会計の慣

行に従うものとする」（会社法431条），そし

て税法会計については「一般に公正妥当と認

められる会計処理の基準に従って計算される

ものとする」（法人税法22条第4項），とあ

り，上記3つがいずれもGAAPに従って行

われることを明らかにしている。

財務会計と会社法会計の関係，特に会社法

における大きな意味付けは配当限度額の計算

と，株主を含む資金提供者に会社の現状や成

果を正しく伝える情報開示の役割の両者を果

たしているが，とりわけ，配当可能利益算定

の関係においては，確定決算が配当可能利益

計算上の根拠となっており（会社法446条，

461条），その際には上記のように「一般に

公正妥当と認められる会計処理の基準」に従

うことになる。

また，これ以外に注意すべきものとして連

結配当規制がある。上記のような配当可能利

益の算定は個別ベースで行われるものである

が，連結配当規制を適用する場合には，配当

可能な利益の額は連結財務諸表に基づく配当

可能額と個別財務諸表に基づく配当可能額の

うち小さい方になる。現時点においては，こ

れは連結配当規制適用会社が任意により適用

することができるのみであるが，後で見るよ

うに連結財務諸表に IFRSが適用された場
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合には大きな問題となりうる。

⑵ありうべき対応

日本の IFRS導入については，連結財務

諸表の会計基準を個別から先行して改正する

方針が金融庁から出されている
11)

。ただし，こ

の場合でも上場会社のみならず非上場につい

ても連結を全面的に IFRSとするのか（さ

らに言えば，上場会社と非上場会社を制度的

に切り分けるか），連結を日本GAAPと

IFRSの選択適用にするかといった点は検討

課題として残っている。

いずれにせよ，連結と個別を切り離して連

結にのみ IFRSを導入する場合には，原則

としてはフランスと同様に配当可能利益に関

しての調整といったことは必要なくなる。た

だし，ここで問題となるのが連結配当規制で

ある。もちろん現在の形であれば任意適用で

はあるが，それでも連結ベースでの配当可能

利益と個別ベースの配当可能利益が大きく異

なる場合には（とりわけ連結ベースの配当可

能利益が大きく変動し，それに従って配当が

制限される場合には）問題になりうるだろう。

さらに，上で述べたように企業グループ経営

が重視されるようになれば連結財務諸表に基

づく配当が問題になるだろう。

また，これも既に指摘した通り，IFRSが

普及するほど個別にも IFRSを導入し，あ

るいはGAAPを IFRSに近づけようとする

動きは強まるだろう。そのような場合の対応

としては（i）特に対応は取らず，公正価値

の変動のようなものも含めて配当可能とする，

（ii）配当可能利益に関する独自の基準を作

成する，の2つが考えられるが，どちらを取

るかは直接的には立法者の意思，最終的には

国民の意向に寄ることになるだろう。ただし，

これまで日本の会社法が基本的に名目資本維

持の概念に基づいて作られてきたことを考え

ると，（ii）の対応がより現実的であるよう

に思われる。ただし，イギリスと異なり日本

GAAPは IFRSとはなお距離があるために，

このような基準作成の作業はかなり難しいも

のとなろう。

以上のようなことからすれば，連結財務諸

表にのみ IFRSを導入し，連結配当規制が

企業に与える影響を観察しながら将来の個別

財務諸表への IFRS導入（もしくはGAAP

の IFRSへの整合性確保）に対応するため

の配当可能利益の算定基準の作成を行ってい

くということになるだろう。算定基準の作成

に当たっては，債権者保護を重視して厳格な

制限を課す（例えば，公正価値の変動は一切

利益として認めない）か，それとも株主の利

益を重視してあまり制限を課さず，債権者に

は財務制限条項によって自分の利益を守らせ

るかというようなスタンスを決める必要があ

る。また，連結配当規制についても内容を再

検討する必要も出てくるかもしれない。

いずれにせよ，コンバージェンス/アドプ

ションが配当可能利益の算出において新しい

問題を引き起こすことは確かであり，これに

対してどのように対応するかは会社法会計と

財務会計の両方の視点から検討しなくてはな

らないだろう。

5. 結び

会社法会計は利益の分配と情報開示の2つ

企業会計審議会，2009年6月30日，「我が国における国際会計基準の取扱いに関する意見書（中間報告）」

の公表など。
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の機能を果たしているが，その両方が対立す

る場合には，当然のことながら，どちらの方

をより一層重視するのかというスタンスを定

めた上で制度設計をすることが求められよう。

情報開示の機能を重視するのであれば，非上

場企業も含めて会社法会計も基本的には財務

会計と同じ基準によって作成であるされるこ

と（さらに言えば全世界的に同じ基準で計算

されること）が好ましいだろうし，利益分配

の機能を重視するのであれば会社法会計は

（報告を目的とする）財務会計とは異なるほ

うが好ましいだろう。

日本が IFRSの導入することは，様々な

他国の企業との財務内容の比 が可能になる

という意味で財務報告という目的からはある

程度好ましいことには違いない。しかし，

IFRSが会社法や税法の規定に優先するよう

な形で導入されるとするならば，それは配当

規制や課税方法の決定といった政府の政策の

優先順位が下がるといったことになりかねな

い。加えて，IFRSは各国の法制度に対する

配慮はなく，あくまで全世界における高品質

の単一の会計基準であることを志向している

以上，勢い，会社法が IFRSの結果を利用

するのであれば，その配当限度額算定におい

てある程度妥協が求められることにならない

かという懸念も否定できない。このような点

を考えながら，いかに政府の政策と整合的な

形で IFRSを導入していくかは各国にとっ

て大きな課題となろう。
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